
目的及び概要：・ 「もんじゅ」性能試験において、自然循環試験を実施
・ 全交流電源喪失時においても自然循環によって炉心崩壊熱除去ができ、安全に

プラントが停止できることを実証

炉心と中間熱交換器、中間熱交換器と空気冷却器、それぞれの伝熱中心高さの差を適切に取ることで、長期にわたる
自然循環除熱能力を有する。

約７ｍ

約１７ｍ

冷却材の流れ
（冷たいナトリウム）

空気

大気へ熱を放散

空気冷却器の中心

中間熱交換器の中心

中間熱交換器

原子炉容器

空気冷却器

原子炉の中心

冷やす所
（空気冷却器）

熱の出る所
（炉心）

自然循環除熱能力を有した設計

冷却材の流れ
（熱いナトリウム）

①空気冷却器を最終除熱源とすることから
高所配置が可能で、伝熱中心差を大き
くとることが可能

②動的機器が少ないので、信頼性が高い
③冷却材が単相なので、安定して循環し易

い

【高速炉の自然循環による炉心冷却】

【ループ型高速増殖炉の自然循環除熱
性能を実証】

試験で確認する内容

① 自然循環冷却能力

自然循環により炉心崩壊熱が除去でき
ることの確認

② 自然循環時運転特性
自然循環時のプラントの動特性の把握

「もんじゅ」では自然循環運転による原子炉の崩壊熱除去が可能である。全交流電源喪失
時の種々の状況を考慮した試験を計画している。「もんじゅ」は放散熱の影響を受けにく
い大型ナトリウムループとしての自然循環除熱性能試験データを取得する。
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自然循環除熱性能実証（１/４）
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(0分)
外部電源喪失

１次主冷却系Na流量（強制循環時）

原子炉容器出口Na温度（強制循環時）

原子炉容器入口Na温度（強制循環時）

 強制循環時（ポニーモータ運転時）に比べて、自然循環時の流量は １/５ 程度（１時間後）

 強制循環時に比べて、自然循環時の原子炉容器の出入口Na温度変化は大きくなるが、次
第に安定

原子炉
容器
出口

原子炉
容器
入口

集合体
出口

炉心

【参考】強制循環時の解析結果を破線で示す
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原子炉容器
出口Na温度

原子炉容器
入口Na温度ポニーモータ停止

１次主冷却系Na流量

(13分)
全交流電源喪失

(0分)
外部電源喪失

【参考】強制循環時の解析結果を破線で示す

自然循環冷却強制循環冷却

自然循環冷却では、原子炉出入
口温度差に応じて冷却材流量が
確保され、炉心崩壊熱は適切に
除去される。

★自然循環による崩壊熱除熱の状況（解析結果による）
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自然循環除熱性能実証（２/４）



 自然循環移行時期により、燃料の発熱と自然循環流量の関係で被覆管温度等の最高値
は変わる。

 9分後に津波来襲（全交流電源喪失）が最も被覆管最高温度は高い。
⇒原子炉容器出入口温度差(ΔT)が小さく、自然循環流量の立ち上りが弱いため。

自然循環除熱性能実証（３/４）

被覆管最高温度変化

基本解析(13分後に津波来襲)
約670℃

被覆管温度
830℃以下

津波来襲各時刻における原子炉容器出入口Na温
度、原子炉出力、及び、流量

原子炉出力（崩壊熱）

１次主冷却系Na流量（強制循環）

基本解析(13分後に津波来襲)

原子炉容器出口Na温度

原子炉容器入口Na温度

【参考】
強制循環継続時の解析結果

基本解析(13分後に津波来襲)
約670℃

被覆管温度
830℃以下

原子炉出力（崩壊熱）

１次主冷却系Na流量（強制循環）

(9分後に津波来襲)

基本解析(13分後に津波来襲)

原子炉容器出口Na温度

原子炉容器入口Na温度

【参考】
強制循環継続時の解析結果

(9分後に津波来襲)
約730℃

全交流電源喪失時の種々の状況を考慮した実証試験を計画していく

津波来襲時期による

解析結果例
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「もんじゅ」にて取得した実機スケールでのデータを活用し、安全評価解析コード（最適動特性
解析モデル）、多次元解析コードの検証を実施する。
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自然循環除熱性能実証（４/４）



安全性向上評価

(1)高速炉用ｼﾋﾞｱｱｸｼﾃﾞﾝﾄの判断基準等の整備
ｼﾋﾞｱｱｸｼﾃﾞﾝﾄ時の燃料損傷の判断基準、格納容器の判断基準を整備する。

(2)原子炉、使用済燃料の貯蔵設備及び関連施設の地震・津波等の外部事象に対するﾊｻﾞｰﾄﾞ、ﾌﾗｼﾞﾘﾃｨ評価
どの程度の大きさの地震がどれくらいの確率で発生するか（ﾊｻﾞｰﾄﾞ）を計算で求める。また、どの程度の大きさ

の地震で、どれくらいの確率で設備が損傷するか（ﾌﾗｼﾞﾘﾃｨ）を計算する。
その他、津波等の外部事象に関しても同様な計算を行う。

(3)原子炉、使用済燃料の貯蔵設備等に対するﾚﾍﾞﾙ１PSA
地震・津波等の外部事象のﾊｻﾞｰﾄﾞ及びﾌﾗｼﾞﾘﾃｨから、設備損傷確率を求める。また、これが原因となってどの

ように、炉心あるいは使用済燃料の貯蔵設備が損傷に至るか、その過程（炉心損傷及び使用済燃料の貯蔵設
備損傷の事故ｼｰｹﾝｽ）、及びその発生確率を求める。

(4)原子炉、使用済燃料の貯蔵設備等に対するﾚﾍﾞﾙ２PSA
炉心損傷後、どのように格納容器が損傷するか、その過程（格納容器損傷の事故ｼｰｹﾝｽ）、及びその発生確

率を求める。また、合わせてその時に放出される放射能量を求める。

(5)ｼﾋﾞｱｱｸｼﾃﾞﾝﾄ対策
得られた炉心及び使用済燃料の貯蔵設備等のPSAの結果から、重要事故ｼｰｹﾝｽ（事故ｼｰｹﾝｽの中で放出す

る放射能量及び確率が大きいもの）を見つけ出し、事故を防止するｼﾅﾘｵ、及び事故発生後の収束ｼﾅﾘｵを検討
し、ｼﾋﾞｱｱｸｼﾃﾞﾝﾄ対策を整備する。

(6)運転経験を踏まえた見直し
運転経験（機器の故障頻度）、地震や津波等の外部事象の最新知見、評価方法の改良、等を踏まえ、(1)～(4)

を見直し、必要があればｼﾋﾞｱｱｸｼﾃﾞﾝﾄ対策を見直す。

東電福島第一原子力発電所事故を受けたシビアアクシデント対策を実機で実践
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